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方法論NO. 方法論 V
AG-001 牛・豚・ブロイラーへのアミノ酸バランス改善飼料の給餌
AG-002 家畜排せつ物管理方法の変更

AG-003
茶園土壌への硝化抑制剤入り化学肥料又は石灰窒素を含む複
合肥料の施肥

AG-004 バイオ炭の農地施用
AG-005 水稲栽培における中干し期間の延長
AG-006 肉用牛へのバイパスアミノ酸の給餌

農業分野のJ-クレジット方法論

農業分野のGHG削減のための社会実装の１手段として、J-クレジット制度の活用が
進みつつある。特に方法論４：バイオ炭、および５：水稲中干期間延長の２つに
ついて、プロジェクト登録の増加が進んでいる。

IPCCガイドラ
インへの反映

農水省事業に
よる実証を担
当

畜産研究部門

NAROの貢献部分

民間企業との
共同研究
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アジアの多くの国で主食はコメである。必然的にアジア域では稲作生産が多い。
水稲作中の田面からはCH4が放出される。GHG 放出量の中でCH4の寄与度は約 20%
程度である。大気に放出されたCH4は，対流圏大気中でOH ラジカル等の反応性化学
物質の作用で酸化されて消滅するまでの間に，CO2 の 20倍程度の放射強制力を発現
して地球温暖化に寄与する。

典型的な日本の水稲栽培体系と田面水位

IPCC 第6次報告書によると，2019 年の大気
中CH4平均濃度は1.86 ppm であり，1750年
の1.13 ppmからの増加は0.73 ppmで，氷
期・間氷期で繰り返される気候変動由来の
CH4濃度増減の幅を遥かに逸脱していると
報告されている。

水田から発生するメタン
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研究のコンセプト:水田メタン排出量削減自動化と生物群集保
全の両立（農林水産省委託プロジェクト2021-2025）

１ 水田発生GHG排出削減技術と生物多様性保全の最適化
（１）精緻な水管理によるGHG排出削減技術の開発
（２）水田における食物連鎖を活用したメタン放出削減方策の提案

ICT等の精緻な水管理システム

食物連鎖を活用したメタン放出削減
生物群集保全効果の向上

中干し

GHG排出30％削減
水管理の労働コスト15％削減 精緻な水管理による

中干しの時期や乾燥強度の調整



水管理スケジュールの概要（2023年）
水田の水位を最適にチューニングする考え方

4月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

栃木慣行区

中干し区

湛水

湛水

湛水

飽水管理

間断灌漑
8/10～14

波板設置
（5/15）

飽水管理

飽水管理

中干し
6/22～7/6

中干し延長区

(6/6)

長期中干し
6/15～7/6

出穂 収穫入水・移植

出穂期湛水
(7/24～8/10）

飽水管理

飽水管理

間断灌漑
7/20～24

最終落水
（8/25）

各処理区ごとに自動
水管理装置WATARAS
を設置

水位制御の違いで
メタン排出量に違
いがでることを観
測



北 南試験区配置
（2023年）

4mアルミ足場板
（両端にコンテナを
括りつけて使用）
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昨年よりやや水
口側に寄せて、
水口側の
WATARASから約
10mのところに、
足場板を設置

約
10m

自動水管理装置を各試験区
の水口、水尻に設置

水口

水尻
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中干し期間
中干し区：6/22～7/6
延長区： 6/15～7/6

中干区、中干延長区では水
位のマイナスレベルでの制
御が確認された
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メタンフラックスと土壌Ehの季節変化（2023年）

3反復の
平均±標準偏差

中干し期間
中干し区：6/22～7/6
延長区： 6/15～7/6

・土壌Ehは水管理（e.g. 中干し）による水位変化に合わせて変動し
中干延長区では栽培期間後半も正値付近で推移した。

・その結果、中干延長区では中干し以降のメタン排出増加が抑制された。

間断灌漑 間断灌漑



積算メタン排出量（2023年）

２週間の中干し期間を設けることで、メタンを大幅に削減することができた！
この研究では、この水管理を遠隔操作で実現！

メタンの排出量を減らすには？

コメの収量には
有意な差なし！

J-クレジット制度「AG-005水稲栽培における中干し期間の延長」の取組によるメタ
ン削減量（CO2換算）は、２０５０年までに５００万トン超の削減計画（年あたり
では２５万トン程度）が１０以上の団体からの申請に基づいて、提示されている。
本研究成果が生かされれば、当該量のGHG削減を自動水管理によって実現できる可
能性がある
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ン＝1000万トン



水田から水を抜いた場合の水生生物へ
の影響への考慮

生き物を守るには？

幼生の段階で、水生のトンボ、カエルは、羽
化、変態に至るまでの間、水田に水辺が残存
すると、生き残れると想定される。



ニホンアマガエル幼生

1回目 2回目 3回目
R4 6月6-7日 7月6-7日 7月25-26日
R5 6月5-6日 7月6-7日 7月24-25日

参考 トラップ調査日

トラップ採捕 トロ舟内（含 ブランク）

例．中干延長区１（6.26）

中干：6月20～30日・7月4･6日（R4），6月15･22～
7月6日（R5）

生き物を守るには？

中干しをすると水辺が消えるが、部
分的に水のある部分を残すと、オタ
マジャクシが生き延びることができ
る
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１．水田の中干しの１週間延長によるメタン削減効果を確認

２．水田水管理は自動水管理装置によって遠隔操作が可能

３．水生生物の逃げ場を確保することで、中干しを行ってもトンボ、カエル
などの生息環境を維持

４．中干しの延長を行ってもコメ生産は現状を維持できることを確認

水田メタンの削減手法のまとめ
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バイオ炭とは

出典： Lehmann J. & Joseph S. (2015)

バイオ炭（Biochar）とは、生物資源を無酸素または低酸
素条件下で350℃以上熱分解反応で作られた、環境の
改善に効果ある炭化物。

• 地域の未利用資源（e.g. 刈芝）の量を縮減化できる
• 残留農薬や抗生物質を無害化できる（ほとんどの農薬は200℃で分解）
• バイオ炭はさまざまな用途に活用できる：農業、エネルギー、水質浄化等

炭化の意味すること：
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土壌中のバイオ炭の効用

pH矯正

保水性/透水性

養分（リン、カリウムなど）
養分利用効率向上

土壌構造改善

炭素貯留
（100年～数1000年）

陽イオン交換容量
（CEC）

土壌微生物
の活性化

2015

温室効果ガス削減
（CH4, N2O）

投入量×炭素含有率Fc×Fperm
※100年後の炭素残存率で担保

Increase pH

Improves soil
Water retention

Adds nutrients/
more efficient use of soil nutrients

Improved soil structure

Stores carbon in soil for >1000 yeras

Reduced greenhouse gas
fluxes (CH4, N2O)

Improved microbial
asociations

Cation exchange capacity (with aging)
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日本はいち早く「バイオ炭」をインベントリ報告・J－クレジット方法論整備

J－クレジット（バイオ炭）の算定対象と算定式

LCA
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利用可能量
（万t）

炭化物収量
（％）

炭化物炭素
含有率

100年後炭
素残存率

CO2吸収量
（万t）

木材（林地
残材等） 750 40 0.77 0.89 763

竹 256 27 0.439 113

稲わら 751 50 0.49 0.65 439

もみ殻 200 50 0.49 0.65 117

合計 1,432

CO2吸収量（万t）＝利用可能量×炭化物収量×炭素含有率×100年後残存率×44/12（CO2換
算）

バイオ炭の農地施用による年間CO2吸収量の試算

バイオ炭による農地炭素貯留ポテンシャル
○ バイオ炭は、長期（100年単位）にわたって難分解炭素として土壌中に残存し、CO2吸収
量はバイオ炭の種類ごとに異なる「炭素含有率」と「100年後炭素残存率」の積に依存

〇 バイオ炭の国内のCO2吸収ポテンシャルは約1,400万t/yr
※農業分野のGHG総排出量の約４割に相当

• 日本のGHG総排出量（２０２０）＝115,000万tCO2/yr
• 農業分野のGHG総排出量（２０２０）＝3,000万tCO2/yr（CH4＋N2O)

※ 苫小牧におけるCCS大規模
実証試験でのCO2注入量合計
＝10万tCO2/yr 16



〇 バイオ炭の利用促進には、バイオ炭による農業生産性機能の向上が重要
※焼成温度によって、バイオ炭の機能性は制御可能
※バイオ炭と有用微生物などを組み合わせることにより高機能化

○ バイオ炭の高機能化により、バイオ炭の施用量拡大、土壌炭素貯留促進が期待

バイオ炭の高機能利用による農家の意欲向上

原材料
焼成
温度

保水性
改良

保肥性
改良

土壌酸
性改良

NO3
－

吸着

木質チップ
400℃ ○ ○ × ×

800℃ ○ × △ ○

孟宗竹
400℃ ○ ○ △ ×

800℃ ○ × ○ ○

もみ殻
400℃ △ ○ △ ×

800℃ △ × ○ △

サトウキビ
バガス

400℃ ◎ × × ×

800℃ ◎ × △ △

バイオ炭の理化学性は原料や焼成温度によって大きく異なる

菌根菌少 菌根菌多

※写真はバイオ炭不施用、前作の効果で菌根菌数が異なる圃
場間でのタイズ生育の差

その他、作物残渣や菌体のバイオマスの土壌還元による
土壌炭素増大も見込まれる

バイオ炭の焼成温度と機能性の関係 バイオ炭の高機能化（例）

有用微生物（菌根菌）との組み合わせ

バイオ炭の高機能化による生産性向上
活用範囲、施用量が拡大
土壌炭素貯留が促進

生産性向上

○

○

○
○

○

△

17
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バイオ炭自体の土壌改
良効果に加え、微生物
の作用で農作物の生育
を増進させる高機能バ
イオ炭の開発

バイオ炭

＋
有用微生物
（バイオ炭をハビタット
（住み処）に利用）

木炭表面に定着させた菌根菌
Hammer et al., (2014) soil Biol. 
Biochem. 77, 252-260

○ さまざまな有用微生物とバイオ炭を組み合わせ、作物生産を向上させる微生物資材（高機能バイオ炭）を開発
することにより、バイオ炭の農耕地施用を推進し、土壌炭素貯留を促進する。

有用微生物によるバイオ炭の高機能化

菌根菌：作物根によるリン酸や水の吸収を助ける
根粒菌：空気中の窒素を固定し作物へ供給
植物生育促進菌類：作物の健全な生育を助長
環境改善型菌類：植物の生育に悪影響を与える土壌成分などを分解
非病原性細菌：植物に全身抵抗性をもたらす

例

バイオ炭の農地での利用促進

菌根菌少 菌根菌多

バイオ炭の高機能化

※写真はバイオ炭不施用、前作の効果で菌根菌数が異なる圃場
間でのタイズ生育の差

高機能バイオ炭による増収 →生産者による施用を促進

その他、作物残渣や菌体のバイオマスの土壌還元による
土壌炭素増大も見込まれる

有用微生物によりバイオ炭の活用範囲が拡大

左：無処理の燻炭+有機質肥
料（鰹煮汁）で栽培すると腐
敗し、コマツナは枯死

右：硝化微生物を固定した燻炭
では健全に生育、有機質肥
料での栽培が可能に
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拡大

労働費

（支出）

収量×単価

（収入）

その他物財費

肥料・
農薬等

バイオ炭施用費

圧
縮

本プロジェクトにおける開発戦
略

１－②：高効率バイオ炭製造
技術の開発
（ヤンマーES）

１－④：高機能バイオ炭等の
現地製造
（現地JA）

２－②：高機能バイオ炭の農
地施用体系等の確立
（全農、ぐるなび、 NARO ）

J-クレジット

１－①：有用微生物の探索・
同定培養法の確立
（片倉CA、 NARO ）

１－③：バイオ炭と有用微生
物等を組み合わせた高機能バイ
オ炭の開発
（ NARO 、片倉CA）

２－①：バイオ炭の連年施用
に伴う農作物影響調査
（ NARO ）

２－③：高機能バイオ炭施用
効果の現地実証
（ぐるなび、全農、 NARO ）

２－④：環境価値評価手法
の開発
（ NARO ）

２－⑤：環境価値評価シス
テムの開発
（ぐるなび、NARO）

グリーンイノベーション基金事業
農業副産物を活用した高機能バイオ炭の製造・施用体系の確立

農研機構は、３つの側面（バイオ炭施用農法のコスト縮減、高機能バイオ炭施用による収量
性の向上、バイオ炭施用を通じた農産物の環境価値向上）において他のコンソメンバーと密接
に連携して研究開発を牽引

本プロジェクトを通じて「農業の生産性向上と地球環境保全を両
立」を実現

19
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再委託先
※新規有用微生物の探索等を担当

・国立大学法人東海国立大
学機構岐阜大学
・国立大学法人茨城大学
・国立大学法人京都大学
・国立大学法人宇都宮大学
・国立大学法人東北大学
・国立大学法人島根大学

研究開発項目1. 
イネもみ殻等高機能バイオ炭の開発

片倉コープアグリ
（片倉コープアグリ株式

会社）

・有用微生物の探索・
培養
・高機能バイオ炭の試
作品製造

YES
（ヤンマーエネルギーシス
テム株式会社）

・高効率バイオ炭製造
技術開発

現地JA
（追加参加）

・高効率バイオ炭試
験製造プラントの整
備・運用

農研機構
（国立研究開発法人農業・食
品産業技術総合研究機構）

・新規有用微生物の探索
・バイオ炭との親和性評価
・有用微生物とバイオ炭の配合
レシピ

再委託先
※配合レシピを担当

・学校法人立命館
・国立大学法人東京学芸大
学

再委託先／現地JA等
※農地施用体系の現地実証を担当

・埼玉県いるま野農業協同組合
・滋賀県滋賀蒲生町農業協同組合
・熊本県熊本宇城農業協同組合

（参考／2026年から再委託予定）
・全国農協カントリーエレベーター協議会
・株式会社全農ビジネスサポート

再委託先／県公設試等
※地域特性に対応した栽培技術体系の確立、

農地からのGHG排出実態評価を担当

・地方独立行政法人北海道立総合研究機構
・地方独立行政法人青森県産業技術センター
・秋田県農業試験場
・山形県農業総合研究センター
・福島県農業総合センター
・新潟県農業総合研究所
・千葉県農林総合研究センター
・埼玉県農業技術研究センター
・静岡県農林技術研究所
・岐阜県農業技術センター
・滋賀県農業技術振興センター
・兵庫県立農林水産技術総合センター
・佐賀県農業試験研究センター
・熊本県農業研究センター
・鹿児島県農業開発総合センター

研究開発項目2. 
高機能バイオ炭等によるCO2固定効果の実証・評価

ぐるなび
（株式会社ぐるなび）

・バイオ炭等の地域間融通シス
テムの開発
・高機能バイオ炭の現地実証の
推進
・環境価値評価システムの開発

全農
（全国農業協同組合連合会）

・農地施用体系に係る現地実証、
バイオ炭の現地製造・農地施用の
推進
・現地実証地区（現地JA）に対
する栽培技術指導等

農研機構
（国立研究開発法人農業・食品産業技

術総合研究機構）

・バイオ炭施用による基礎的データ収集
・農地施用体系に係る現地実証
・高機能バイオ炭を導入した新たな栽培
技術体系の確立
・環境価値評価指標の開発
・全国土壌図DBの開発等

再委託先
※現地配合法の開発を担当

・国立大学法人鳥取大学

担当課題推進のための研究体制：大学・公設試への再委託

農研機構担当課題の推進体制

新規有用微生物探索に大学の資源を活用 作物、地域条件への適用に公設試と連携
20
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１．バイオ炭はもみ殻、果樹剪定枝など農作物残渣を炭化することで作られる

２．バイオ炭の土中隔離は、J-クレジット制度方法論AG-004において定められ、
プロジェクト登録が進んでいる。

３．バイオ炭を製造する炭化の方法は様々で、コスト削減が課題

４．グリーンイノベーション基金課題において、バイオ炭と有用微生物の組み
合わせによる高機能バイオ炭の開発を進めている。

バイオ炭による土壌炭素貯留のまとめ
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全体のまとめ

１．ゼロエミッション農業をめざし、農業分野の温室効果ガス排出削減において
は、２０２０年以降において、J-クレジット制度の活用がすすみつつある。

２．水田における水管理手法の一つである「中干し期間の延長」は、追加的コス
トがかからず、取り組みが容易なメタン削減策として、プロジェクト登録が進ん
でいる。

３．バイオ炭による土壌炭素貯留は、長期にわたるCO2の土中隔離手法として有
望である。プロジェクト登録も進みつつあるが、バイオ炭製造のコスト縮減が、
課題として残っている。
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